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１．背景と目的 

 

 （１）背景 

戦後、経済発展に伴う都市部への大量の人口流入に

対し、都市やその周辺での集合住宅の建設が活発になっ

た。規模の大きい建築物は鉄筋コンクリート造で建てら

れるようになり、非木造建築物が急増した。戸建て住宅

では，木造の占める割合が高水準で維持されたが、戦中

の軍事用資材や戦後の復興用資材のために、森林が過剰

に伐採され，国内の木材の供給力が低下していた。一方，

国内の木材供給不足から，昭和30 年代に木材輸入の自

由化が段階的に進められ，高度経済成長期の旺盛な住宅

建設の拡大に伴う木材消費の増加は外材で補われた。ま

た，国産のスギ，ヒノキなどの木材は含水量が多く，施

工後に収縮や変形が発生することから，建築物を建てる

には木材を乾燥することが必要となる。このための乾燥

技術や乾燥設備の遅れ，乾燥コスト，水分変化による品

質の不安定性などから大規模ハウスメーカに敬遠され，

外材依存傾向が強まり国内林業は低迷した。国内の森林

所有構造が小規模・分散的であり，地形が急峻で木材の

伐採・搬出の機械化が十分進まず，木材供給コストが高

かったことも要因としてあげられる。このような林業経

営の構造によって、日本は森林資源が豊富にあるにもか

かわらず、低価格・低コストの外材に押されて国内林業

は低迷している。 

地方においては、過疎・高齢化・木材価格の長期低

迷等による山村・林業の衰退と山林環境の荒廃に加え、

採算物の価格低迷・燃料価格の高騰による農業（施設園

芸）の衰退といった現状がある。今後の地域社会では、

森林資源のように活用されていないエネルギー資源を活

用した地方の自立・持続可能な地域経営システムの構築

は急務である。近年、地球温暖化を始めとする環境問題

への関心が高まりから、温室効果ガス削減の一環として、

石油に変わる代替エネルギーとして木質バイオマスが注

目されている。 
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 （２）目的 

 河野１）はハウス農家が木質ペレットボイラーを導入

する上での意識決定を判断する意識モデルを構築した。 

本研究はペレット材の供給者である山林所有者がペ

レット材としての利用に協力してくれるかどうかを把握

するために山林所有者の意識モデルを構築する。 

需要と供給の両モデルにより、 「地域経営の仕組

み」に対する市民の反応を理解し予測するとともに、モ

ニタリングすることで、 「地域経営の仕組み」をマネ

ジメントサイクルに従って改善することが出来る。 

これにより、地方の活用されていないエネルギー資

源である森林資源が持つ効用を次世代に渡り維持管理し

ていくことが可能になり、地方の自立・持続可能な地域

社会の経営システムの構築を計ることができる。 

 

地方の自立・ 持続可能な地方の自立・ 持続可能な
地域社会の経営システムの構築地域社会の経営システムの構築
● 持続的な農業・ 林業経営を目的と し た事業主体と ステーク ホルダーの関係構築

 

図-1.地方の自立・持続可能な経営システム 

 

 

２．研究の手順 

 

（１）ヒアリング 

山林所有者の意識を把握するために、山林の維持管

理を行っている県下４つの森林組合にヒアリングを行う。

いくつか質問を用意し、より多くの情報を得る。檮原町

森林組合はペレット工場の視察も行った。 

 

 



（２）ロジックモデルの作成 

森林組合の事業内容・取り組みを踏まえて、地域全

体の活性化に繋がるバイオマスを活用した地域づくりの

観点からロジックモデルを作成した。既往研究でのペレ

ットの需要側に対する施策展開も組み込んで作成した。 

 

 （３）要因分析 

 ヒアリングで得られた情報から山林所有者の意識を判

断要因ごとに分類した。山林所有者が山林を保有してい

る価値を構成要素として分解した。 

 

 （４）意識モデルの構築 

 山林所有者の意識を要因ごとに分類し、意識モデルを

構築した。山林所有者の意識モデル構築には二つの目的

がある。一つ目は森林資源を提供してくれるか否かの意

識、二つ目は木質バイオマス事業に対する肯定・否定の

意識である。意識構造化において共通する意識は森林資

源を保有している価値に関する意識構造である。 

 

 

３．ヒアリング 

 

 （１）ヒアリングの概要 

 現在、森林組合が行っている事業を把握するために以

下の対象組合にヒアリングを行った。 

まず、ペレット工場を保有している梼原町森林組合

では、ペレット工場の視察と共にプラントの運営形態な

どのヒアリングを行った。また、四万十町興津地区にお

いて、ペレットボイラーが導入される予定であることか

ら、管轄地域の窪川町森林組合を対象にした。列状間伐

など先進的な取り組みを行っている香美森林組合や、ひ

とつの自治体としてまとまっており事業に意欲的な馬路

村森林組合にもヒアリングを行った。 

 

馬路村森林組合 11月30日

梼原町森林組合 12月9日

窪川町森林組合 12月14日

香美市森林組合 12月22日

対象組合 

ヒアリング
方法

各森林組合を訪ね、行っている事業やバ
イオマス化に関するより詳しい意見を聞く。

 

 

（２）ヒアリング結果 

 各森林組合ごとにヒアリング結果を問題の構造化とし

て整理した(図-2.3.4)。梼原町森林組合はすでにプラン

トがある状態で、他の３つの森林組合とは次元が違うこ

とから、本研究では問題の構造化は作成しない事とした。 

 

 

馬路村森林組合の認知マップ

需要側の開拓で

行き詰まり
製品コスト
がかかる

馬路から奈半利まで運搬する
のに５０kmで、1,500～2,000

円かかる（輸送コスト）

育成期から利用間伐
へ移行している

（認識）住宅材から他

の利用へのシフトが必
要となっている

雨量400ｍｍと多く、
スギの成長が早い

馬路特有の環境

北向きであると風の影響を受

けず、顕著に成長が早い

県下全体からみると＋１
齢級高い（８～９齢級）

蓄積されている木
がたくさんある

現在の木材価格ではなか
なか収益に結び付かない

搬出、枝払い、造林、積み込

み木材市場に出荷する工程に
多額のコストがかかる

効率的な作業システムで利用
間伐を行なっているか？

（認識）スギの材価をい
かに成り立たせるか

10年前、安芸広域でペレット
化かおが屑どちらにするか勉

強会を開催していた
森林組合が担当している梁瀬地区
は、国有林と藤村製紙1000町分の

森林で構成されている
（その他はエコアス馬路が担当）

山林所有面積は、
平均８ha/人所有

平成18年度～地籍調査で境

界線による土地台帳作成
（梁瀬地区は作成済み）

団地化をいかに進め

ていくかが課題

（認識）後継者育成を考
えてもペレット工場は必

要

（認識）林地放置は
資源の有効利用の観
点からも良くない

森林組合に頼んで間伐す

るとお金が入ってくると
いう昔の慣習を持ってい

る

集約施業しなくても

成り立っていた

民有林が3,000～4,000haと少な

かったため、35年生で間伐し、
再造林していた

100ｍ３あたり30％程度間伐して、
収量比数が良いと5～6年で戻る

用材以外は現在、畜舎敷料、
チップ会社に出荷、ユズと

混ぜて堆肥として利用

ペレットの生産よりも市場が

ないといけないということか
ら、製材所からのホワイトペ
レットが主に供給されている

土場で選別する
ことは可能

間伐量の3割が未利用

資源として林内に放
置している状態

合法性・持続可能性が証
明された木材（合法木

材）の購入・供給の推進

世界規模で森林が急

速に失われている

違法で無秩序な伐採
が慣行されている

点在して所有して
いる状況

違法伐採された

安い材が輸入

日本のような輸入国

の林業経営が困難

高性能林業機械を利用すれば、
搬出、造林、出荷の工程でコス
トダウンを図ることができる

加工場での端材は、乾
燥機の燃料として利用

（山林所有者の意識）せっかく育
てた木なのに、収入にならないの

なら保育整備もしないでよい

幹線からの未利用間伐
材の搬出は可能

枝線のような作業道から
の搬出は手間がかかるの

で不可能ではないか

 

図-2.馬路村森林組合の認知マップ 

 

 

 

窪川町森林組合の認知マップ

四万十方式による
作業道の整備

構造物を使わないのでコスト低減
（手間はかかるが、構造物を使わない

分安く整備できる）

労働力・木材価格の

低迷という問題

民有林の保育整備

まで行き届かない

保育間伐にしろ、お金を
出してまで森林整備を行
いたくないというのが本音

40年生のヒノキ間伐：
１万～１万２千円/ｍ３

林地残材について燃料資源とな
ることへの抵抗はないだろう

30～50年生の木が
ほとんどである

収入間伐を補助金を
基に行なっている

昨年から森の整備工場
（集約作業）を組んでいる

収入間伐は売上があっ
た分に対して路網整備

費に回していく

100haあたり200～250ｍ２路網整
備（延長距離9,000ｍ 、幅３ｍ）

（期待）未利用整備の
箇所から搬出される

施業の団地化を
図っている

作業道の開設や機械
の化により、間伐材の
搬出が効率よく実施

丸和林業パルプ材として搬入している
・森林組合の持ち込み3,500円/ｔ
(良い時は、9,000円していた時もあり、スギよりも単価が
良かった時期もあった。)

・民間からの持ち込み3,000～2,800円/ｔ
・雑木5000円/ｔ

自伐林家の方が持ち込
むことがたまにある負担金なしで未整備森林事

業が創設された
（10年以上未整備の山に対して）

森林の整備が目的であり、
切捨て間伐の（放置）状態

（期待）山林所有者が切捨て間伐し
たものを搬出、ペレット工場まで持ち
込むことで収入に繋がれば一番良い

（意識）路網まで出して、
活用できればよい

保育整備では、路網整備

まで一緒に行われない

ヒノキであれば、負担金なしで間伐し、
収入があれば山林所有者に還元して

いくことができる

未利用資源の搬出

須崎の住友セメントが端材を
4,000円/ｔで買い取ってくれる

架線集材や高性能林業機
械を利用して土場で造材

土場で出た端材を山に
返すより、搬出する方が

手間がかからない

契約している業者の11ｔ
トラックで搬出している

保育整備箇所のような作業道
の狭い・未整備のところは未利
用材を搬出することは難しい

施業している森林組合が搬出する形でな

ければ、個人で機械を持っていないため

山林所有者自ら搬出というのは難しい

保育整備の未利用

材は大量にある

600mの雨が降っても、
直角に切っているた

め崩れない

根株と表土を有効に使うことで、
丈夫な作業道である

切土の高さが
2mと低い 地籍調査はまだ終

えていないが、境界
は把握している

不在者所有者の方に対しても協力を
得られるように出向いている

（1700人の組合のうち80％が町内にいる）

世代交代に伴い山林所
有者自身が把握してい
ない状況が増えている

浜崎建設が、路網
整備に参入

収入間伐であっても、植

林するお金まで残らない
用材一辺倒での管理の仕

方を変える必要がある

（意識）第一整備として
路網の整備を今のうち

にしておく必要がる

山林所有者に随時収入が入る
ように、森林組合も持続的に事
業があるような長期伐採計画へ

作業道があれば、未利用資
源を搬出することができる

山への関心が薄れてい
る

木材価格の回復は
見込めないだろう

作業道を付けることによって、
５年ごとのサイクルを確保

100トン/日チップの生産量を
誇っている・稼働→製紙会社へ

興津ハウスに
導入予定

バイオマスタウン構想
（研究会議の段階）

合併に伴い森林組合も合
同でバイオマスの検討会

を実施している

化石燃料の枯渇対策
として、ジェトロパを休

耕地に植栽

化石燃料の代替性としてエタ
ノール栽培の講習会に参加

（＊バイオマス構想とは別）

梼原町のペレット工場
から大前淡水魚（鰻
屋）が導入している

ペレットに移行した場合
需用がどの程度あるか

把握している段階

ペレット生産までかなり
のコストがかかる

チップの段階で燃やせる

ボイラーの開発をした方
が良いのではないか

単価の安い燃料を供給
できるのではないか

農業の残渣（生姜の茎、ユズの

搾りかす、すりぬかなど）の利用
も含めて検討中

ペレットを生産しても販売に
苦労するため、エタノールの

燃料を作る構想がある

10年後には2000億円の
事業が見込めると奨励さ

れている

組合員に還元できるシステムを
構築できないか検討中

（３つの森林組合を合併することで
県内最大の組合規模になる）

実が固いため食害
の被害も心配ない

森林組合独自では資金面など
単独事業難しいので、行政と両

輪で行っていく必要

 

図-3.窪川町森林組合の認知マップ 

 

 

 

採算がとれるかどうか判断
し、搬出せざるを得ない

四万十方式での路網
整備は幹線には不向き

来年から香南市でバイオの

取り組みが行われる予定
（農家に対してまず導入していく予定）

長期施業委託契約
の形ができつつある

農家の形態・就業形態
が梼原と異なる

少しでも採算がとれる

間伐の方法として、列

状間伐を取り入れる

山林所有者の所有

規模は小さい

スギヒノキの人工林は、
約2万2千ha（全体の7割）

現在、資源構成表で

35年～40年生のものが多い

ほとんどが農家林家であ
り、春はスギの木を植え

ていた（拡大造林）

高度経済成長期であり、
木材需要があった

国や県も補助金を出して誘導
していた（30万haを目指そう
と県も目標を掲げていた）

木材価格と生産
経費が逆転

燃料価格の比較で重油
の方が安いという点で議
論が落ち着いている

環境問題、化石
燃料の枯渇

切捨て間伐である状態
がもったいないというより
も、所有者に還元したい

という思い

木材市場に出荷

間伐を行わないと長期的な
森林整備につながらない

次世代のエネルギーとして広大
な森林を活用できないかという
勉強会を広域で行っていた

資源はあるので、仕掛けがあ

れば動き出すだろう

重油の価格は

変動がある

将来の資産価値を見越
して植林していた

不採算の状況が発生

個々の経営規模が小
さいため合理化を図
ることができない

平成8年頃～
協同組織的な団地化を試行

団地化することで
生産コストを下げる

木材価格は

依然として低下

山林所有者に還元できる
モデルケースとして実践

作業道をベースに
間伐するサイクルが成立

高性能林業機械
の導入

作業道の整備

団地化の理解と拡大

木材価格と平行して生産費
用も下がっているが、現在そ
の差が小さくなっている

作業道により
生産費用が低減

木材の成長に伴って間伐を
適正に行う必然性がある

長期施業委託
契約が必要

山林所有者は、信頼できる所に
お願いしたいという気持ちがあっ
たと思う

安定的な事業の
確保に繋がる

山の資源をどう活かす
かが政策課題

一部繁藤地区では機械を
持って会社にして行なって

いるところがある

機械化など総合的な
システム化をしてい
かなければならない

不採算の箇所は切
捨て間伐の状態

政権交代により、資源の

有効利用・切捨て間伐の

搬出を呼び掛けている

昨年から定額制度が創設
された（以前は、7割補助、

3割所有者負担）

公費で賄う間伐制度
に切り替わっている

道に出すところまで補助金

が交付されることとなった

バイオマスの必然性がある

補助金はある程度確保でき
るが、最終的には独立採算
で行っていく必要がある

作業道を入れても採算が

とれない箇所がある
（作業道を据えて100m以内でないと
現在の機械では採算がとれない）

市場価格と逆算して

採算がとれるか判断

フォーワーダは速度が決まっており、

安全性は確保されているが、距離
で1日の作業量が決まってくる

採算性を上げるために動かせる要因

は、生産費用の抑制・効率化のみ

四万十方式は路網
密度を高める必要がある

（1haあたり100～200m必要）

四万十方式は、道端に
木を出していく

（集材距離が20mが良いとされている）

採算性に限界がある

作業距離が長くなれば、生産性が落ちる
（500mを超えると生産性が急に落ちる）

香美森林組合は路網密度
50mくらいしか入っていない

が、幅は3.5mと広い

枝線は四万十方式を
適用することもある

路網密度を高めなけ
れば、四万十方式で
は集材能力がない

急傾斜地は不向き

列状間伐は定性間伐の2倍の

作業効率（定性間伐では2m3/日・人）

勾配によって作業道を付
ける条件が決まってくる

勾配が３０度以上になる

ところでは、作業道を付
けることができない

近年、施業プランナー養成が
全国的に盛ん（人材育成） 生活との関わりの中で多様に対応し

なければならない（お宮にいく道も欲しい、

水源地が近いと水が濁るなど）

架線で木材を搬出する

岡山県勝山の銘建
製材へ視察見学

外材専門の製材所であ
るが、おが屑・端材を利
用したペレット生産

火力発電所9億円投資して設置

有償で排出していたものを自社
電気を賄うシステムを構築

4千～5千万使用していた
電気代を自社で賄っていた

化石燃料との比較であるた
め採算は取れないのは分かっ
ているが、実験事業的に行う

香南市は、森林組合においても軌道

に乗ればペレット生産が必要となるため
協力してもらいたいという意向

周辺のイチゴ農家に対

して、ペレットを供給

地場産業を育成していく
という地元への貢献

勝山市自体もバイオマスタ
ウン構想に指定された頃

団地化を行うとき、

自伐林家の活動を
期待していた

端材を搬出するような小型
の機械も開発されている

最終消費までつながる
トータルな計画が必要梼原は路網の整備により、

自伐林家を支援している

自伐林家の持ち込みが理
想であるが、自伐林家によ
る搬出の期待はできない

遠隔地であり他に収入
を見いだせない土地

自伐林家のペレット工場
への持ち込みが成立

列状間伐による
還元システム

未利用資源を活用
する必然性

未利用資源の
搬出は可能

香美市森林組合の認知マップ

 

図-4.香美市森林組合の認知マップ 

 



 

 

共通する取り組みや意識は以下である。 

③生産性の効率化を図るために団地化をいかに進めていく

②ペレット化しても需要先がない

①未利用資源を活用する必要性は認識している

④枝線も含めた路網の整備

⑤山林所有者に還元できるシステムの構築

共通す
る取り組
みや意

識

 
 

 個々の取り組みや意識は以下である。 

個々の
取り組
みや意

識

③定性間伐の2倍の作業効率である列状間伐による

　　還元システムのモデルケース(香美)

④施業プランナーの養成実施(香美)

⑤四万十方式による作業道の整備(窪川) 

⑥国際基準の森林認証を取得(梼原)

①加工場での端材は乾燥機の燃料として利用(馬路)

②路網の整備により自伐林家を支援(馬路)

 

 

 

４．ロジックモデルの作成 

 

 社会システム或いは行政経営システムの経営目標とし

てのアウトカムに対して、経営資源の活用方法や事業、

サービス、施策などのアウトプットがどの様に関係し、

貢献するかを倫理的に表した体系図或いは倫理モデルを

ロジックモデルという。 

 以下に示すロジックモデルは、木質バイオマス事業の

経営構造を示したもので、森林組合のヒアリングに基づ

いて、バイオマスを活用した地域づくりの観点から作成

した。上位の地域全体の活性化につながるバイオマスを

活用した地域づくりは長期的な目標であり、下位になる

につれて短期的に実現が可能な事業やサービスを表して

いる。例えば、作業の効率を上げれば、採算性の向上が

見込まれ、長期施業委託契約が結ばれることによって、

山林所有者への還元システムの構築が可能になり、森林

経営が安定したものになる。 

また、既往研究でのペレットの需要側に対する施策

展開(エネルギー自給率の向上)もロジックの中に組み込

んでいる。供給側だけではなく、需要側も考慮したロジ

ックモデルを作成することで、地域全体の活性化に繋が

るバイオマスを活用した地域づくりが可能になる。 

このように、今実行可能な事業やサービスを実施し

ていくことで長期的な目標が達成される。 
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図-5.ロジックモデル 

 

 

５．意識モデルの構築 

 

 （１）要因分析 

 山林所有者が山の管理を委託している森林組合にヒア

リングを行った結果、山林所有者に還元できるような事

業展開を模索していることが分かった。今回、山林所有

者に直接ヒアリングする機会を得ることはできなかった。

しかし、山林所有者が持っているだろう気持ちを代弁し

た事業が行われていると感じた。なぜなら、多くの山林

所有者は山林を価値あるものにしたい気持ちがあるのに、

ただ山林を持っているだけであり、一人で維持管理する

事は難しく、森林組合に維持管理をしてもらい還元でき

るような事業を行ってもらう事で、山林に対して価値を

見いだしていると感じたからである。森林組合と山林所

有者の意識は決してイコールではないけれども、ある程

度網羅できていると思う。 

そこで、山林を保有していることによる意識モデルは、

山林を保有しているという価値が何で構成されているか

という観点から作成することとした。 

山林所有者の意識モデル構築には二つの目的がある。

一つ目は森林資源を提供してくれるか否かの意識、二つ

目は木質バイオマス事業に対する肯定・否定の意識であ

る。 

これらの意識を確認するための意識構造化において共

通する意識は森林資源を保有している価値に関する意識

構造である。例えば、森林所有者がペレットとして森林

資源を提供してくれるかどうかというのは、ペレットと

して出すことによって新たな収入が得られることによっ

て保有している森林の価値が高まるということから、森

林資源を保有している価値としてモデル化した。このこ

とは、すなわち意識モデル構築の二つ目の目的である事

業そのものに対する森林所有者の意識であると言える。 
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図-6.山林所有者の意識モデル 

 

 （２）意識のモデル化 

山林所有者の森林を所有している価値は大きく分け

て「利用価値」・「資産価値」・「存在価値」の３つに

分類される。 

「利用価値」は木材生産や特用林産物生産、燃料生

産などの「直接的利用価値」と、利用することによって

発生する税負担などの「経済負担」から構成され、経済

負担よりも金銭収入が大きくなることで「利用価値」は

高められる。 

「資産価値」は子や孫へ山林を残したいといったよ

うな気持ちと、祖先から受け継いだ大事な山林だからと

いったような気持ちの「遺贈価値」と、山林を維持する

ことによって発生する「経済負担」から構成され、経済

負担よりも遺贈価値が大きくなることで「遺贈価値」は

高められる。 

「存在価値」はカーボンニュートラルなどの「二酸

化炭素吸収価値」と保健・レクリエーション機能や水源

涵養機能、土砂災害防止・土壌保全機能などの「多面的

機能価値」から構成される。「存在価値」は存在するこ

とによって地域が享受している多面的機能を示しており、

地域への貢献度合いで評価される。 

以上のように、図-6.では山林所有者が森林を所有し

ている価値を構成要素として分解した。 

図-7.では、意識構造ロジックモデルの下位要素に対

して、木質バイオマス事業がどう関係するのかを表した

ものである。例えば、持続可能な森林経営を目指し、事

業である路網整備を進めれば、搬出が容易になり、木材

生産が上がり、やがては森林所有者の森林を保有してい

る価値が高められ、ペレット材として森林資源を提供す

ることに意欲的になると考えられる。 

本研究での木質バイオマス事業は赤線で囲まれた部

分であるので、これに関係する木材生産や保育経費、遺

贈価値や二酸化炭素吸収価値などの効果が期待できる。
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図-7.木質バイオマス事業関係図 

 

６．今後の展開 

 

 今後、木質バイオマス事業による地域経営システムを

地域に導入する。これまで構築してきた農家・山林所有

者の意識構造ロジックモデルの関数モデルを構築する為、

アンケート調査を実施する必要がある。そうすることに

よって、例えば、未利用間伐材をペレット化することで

どの程度森林を保有していることの価値が高まるか判断

できるようになる。関数化(定量化)された意識構造ロジ

ックモデルに基づき、木質バイオマス事業による地域経

営システムを地域に導入した後の、農家・山林所有者の

意識をモニタリングする。モニタリングした結果により、

意識構造ロジックモデルによって、事業の地域導入に関

連する改善点を明らかにする。 

このプロセスを繰り返す(マネジメントサイクル)こと

で、地域経営を改善し、農家・山林所有者の満足度を高

めていくことが可能になる。需要側である農家の意識モ

デルを提案した河野１）のモデルと組み合わせることに

よって地域経営システムの全体像が構築される。 
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